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1. はじめに 
情報科は，1998 年度に公示された学習指導要領で新設さ

れた 2003年に新設された高等学校の教科である。本稿は，

高等学校情報科が出来た経緯，科目の変遷，新学習指導要

領の内容を述べ，高大接続の在り方，教員養成について述

べる。 
 
 

2. 情報科の新設と変遷 

2.1 情報科新設の源流 

1996 年 7 月に，中央教育審議会から「21 世紀を展望した

我が国の教育の在り方について」と題する答申が出された。

その中の「情報化と教育」に関し，下記の 4 点が扱われて

いる。 
①情報教育の体系的な実施 
②情報機器，情報通信ネットワークの活用による学校教育

の質的改善 
③高度情報通信社会に対応する「新しい学校」の構築 
④情報社会の「影」の部分への対応 
 この①について，さらに次の記載がある。 
「高等学校では，小・中学校での学習の基礎の上に立って，

各教科でのコンピュータの活用を一層促すような配慮が

必要である。専門高校や総合学科については，情報関連

科目の充実を図ること，普通科については，学校や生徒

の実態等に応じて情報に関する教科・科目が履修できる

ように配慮することが必要である」 
 この記載が，高等学校に情報科が新設された直接の源 
である。 
 

2.2 情報教育の目標と情報科の新設 

1996 年 10 月には，「情報化の進展に対応した初等中等

教育における情報教育の推進等に関する調査協力者会議」

から，第１次報告「体系的な情報教育の実施に向けて」が

公表された。同報告には，情報教育の目標が，「情報活用

の実践力」「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する

態度」の３つの観点に整理して記載されていた。 
1997 年 7 月の教育課程審議会答申では，高等学校の情報

教育について次のように述べている。 
「高等学校においては，情報手段の活用を図りながら情

報を適切に判断・分析するための知識・技能を習得させ，

情報社会に主体的に対応する態度を育てることなどを内

容とする教科『情報』を新設し必修とすることが適当で

ある。」 
 

2.3 情報科の変遷 

このようにして，1999 年 3 月に公示された学習指導要領

によって情報科の新設がなされることになる。当時は，

「情報Ａ」「情報Ｂ」「情報Ｃ」の３つの科目から１つを

選択して全員が履修する選択必履修という形であった。 
次の学習指導要領では，「社会と情報」「情報の科学」

の２科目になり，新学習指導要領では，この二科目が統合

された新科目「情報Ⅰ」を全員が履修する共通必履修とい

う形になるとともに，発展的選択科目として「情報Ⅱ」が

設置された。この間の経緯についてプログラミングを内容

に含む科目に着目して図１に示す。 

図１ 情報科の変遷 
 

3. 新学習指導要領の情報科 

3.1 情報科改訂の背景 

前述したように新学習指導要領の情報科では，「社会と

情報」「情報の科学」の二科目が統合されて「情報Ⅰ」と

なり，発展的選択科目「情報Ⅱ」が設置されるなど，大き

な変化があった。 
これは，2016 年 12 月の中央教育審議会答申に記載され

た「現行学習指導要領の成果と課題」として記載された以

下の文章に対応したものである。 
「近年，情報技術は急激な進展を遂げ，社会生活や日常

生活に浸透するなど，子供たちを取り巻く環境は劇的に

変化している。今後，人々のあらゆる活動におおいて，

そうした機器やサービス，情報を適切に選択・活用して

くことはもはや不可欠な社会が到来しつつある。それと

ともに，今後の高度情報社会を支える IT 人材の裾野をひ

ろげていくことの重要性が，各種政府方針により指摘さ

れている。そうした中，情報科は高等学校における情報

活用能力育成の中核となってきたが，情報やコンピュー

 



タに興味・関心を有する生徒の学習意欲に必ずしも答え

られていないのではないかといった課題が残されている。 
こうしたことを踏まえ，小・中・高等学校を通じて，

情報を主体的に収集・判断・表現。処理・創造し，受け

手の状況などを踏まえて発信・伝達できる力や情報モラ

ル等，情報活用能力を含む学習を一層充実するとともに，

高等学校情報科については，生徒の卒業後の進路等を問

わず，情報の科学的な理解に裏打ちされた情報活用能力

を育むことが一層重要となっている」 
 ここには，時代の要請，新しい社会に対応するための能

力の育成，小・中・高を通じた情報活用能力など様々なこ

とが盛り込まれている。情報科の改訂は，単なる教科内容

の改訂ではなく，新学習指導要領全体の内容構成の変化に

対応したものである。 
 

3.2 「情報Ⅰ」の概要 

「情報Ⅰ」は，以下の４つの項目で構成される。 
 (1) 情報社会の問題解決 
 (2) コミュニケーションと情報デザイン 
 (3) コンピュータとプログラミング 
 (4) 情報通信ネットワークとデータの活用 
「情報Ⅰ」の目標は，「情報に関する科学的な見方・考

え方を働かせ，情報技術を活用して問題の発見・解決を行

う学習活動を通して，問題の発見・解決に向けて情報と情

報技術を適切かつ効果的に活用し，情報社会に主体的に参

画するための資質，能力を育成する」ことである。 
 ここで，「情報と情報技術を適切かつ効果的に活用する」

方法として，情報デザイン，プログラミング，データの活

用の３つが，問題の発見・解決のためのツールとして機能

しているとみることができる。これを図示すると，図２の

ようになる。 

図２ 「情報Ⅰ」の構造 
これらは，新学習指導要領ですべての教科・科目に情報

活用能力の育成が位置付けられたこと，算数・数学科にお

いて統計学習が重視されたことと密接に関係している。 
高等学校において情報科は，情報デザイン，プログラミ

ングをより深く学ぶとともに，数学科と連携して実際にデ

ータを扱って統計に関する考え方を深めていくことになる。 
 

3.3 小学校からの積み上げ 

3.2 で述べた情報デザイン，プログラミング，データの

活用については，新学習指導要領では，小学校から体系的

に積み上げることになっている。このような積み上げがあ

ってこそ，「情報Ⅰ」の実施が可能になったといえる。こ

れらの内容は，「情報Ⅱ」に向けて発展的に積み上がって

いくものであり，高大連携を考える際は，これらをアドミ

ッションポリシーとしてどう扱っていくか，大学教育の基

礎としてどう考慮するかについて考える必要がある。これ

らの積み上げについて図３に示す。 

図３ 小学校からの積み上げ 
 

3.4 「情報Ⅰ」における内容の変化 

 「(1) 情報社会の問題解決」では，基本的な問題の発

見・解決のサイクルは変わらないが，図４のように要所に

おいて統計的な思考・判断・表現を入れている。 

図４ 統計を活用した問題の発見・解決のサイクル 
 これらを含めて，内容の変化をまとめると，図５のよう

になる。基本的に，理解だけではなく，実際に活用したり，

対応したり，提案したりするための力を求めるように変化

している。 

図５ (1)で身に付けるべき資質・能力の変化 
 「(2) コミュニケーションと情報デザイン」では，図 6 の

ようにコミュニケーションを科学的に理解するとともに，

図７のように情報デザインの位置付けを「情報の表現・伝

達の工夫」から「問題を発見・解決する方法」に変え，そ



の内容も高度化している。また，対象とする範囲も表現か

ら，表現，論理，機能のように広げている。図６では，雑

音の存在とその除去，通信を介する場合は情報セキュリテ

ィについても触れると，より現実社会に近い形を生徒に伝

えることができる。 

図６ 記号論的コミュニケーションモデル 

図７ 情報デザインの内容の変化 
 「(3) コンピュータとプログラミング」では，主にプロ

グラミングの内容が，学習の仕方も含めて大きく変化して

いる。これについて図８に示す。 

図８ プログラミングの内容の変化 
 アルゴリズムの表し方がフローチャートに加えてアクテ

ィビティ図などが入っており，プログラミングは様々な問

題の発見・解決に応じたものを作成するようになっている。

また，関数の使用による構造化も入っている。 
また，GIGA スクール構想により，１人１台の情報端末

が整備される関係から，常にコンピュータが手元にあるこ

とを想定して「短いプログラムでコンピュータの仕組みを

学習する」ようにもなっている。 
「情報通信ネットワークとデータの活用」については，

「情報通信ネットワーク」は，図９に示すように簡単なネ

ットワークについて情報セキュリティを保って設計できる

程度としている。 

図９ 情報通信ネットワーク関連の変化 
「データの活用」は，「数学Ⅰ」と連携して学習するこ

とになるが，図 10に示すように尺度水準の違い，外れ値，

整理されていないデータの扱いなど，実際にデータを扱う

ための方法については，「情報Ⅰ」独自で入れている部分

もある。 

図 10 データの活用に関する変化 
 

3.5 「情報Ⅱ」の概要 

 「情報Ⅱ」は，以下の５つの項目で構成される。 
 (1) 情報社会の進展と情報技術 
 (2) コミュニケーションとコンテンツ 
 (3) 情報とデータサイエンス 
 (4) 情報システムとプログラミング 
 (5) 情報と情報技術を活用した問題発見・解決の探求 
 「情報Ⅱ」は，「情報Ⅰ」の発展的選択科目として設置

され，将来の情報社会について考えたり，実際にコンテン

ツを作成したり，(5)では新たな価値の創造を目指した学習

活動を行ったりするが，「データサイエンス」と「プログ

ラミング」の内容が高度化したことが特徴としてあげられ

る。 
科目の目標も，「情報Ⅰ」では「情報社会に主体的に参

画」となっているが，「情報Ⅱ」では「情報社会に主体的



に参画し，その発展に寄与」となっている。ここでは，特

に，「情報Ⅱ」における内容の変化として，「データサイ

エンス」と「プログラミング」の内容について述べる。 
 

3.6 「情報Ⅱ」における内容の変化 

 内容の変化として，最も大きなものは「データの活用」

に係る部分であり，「情報Ⅱ」では，「数学Ｂ」と連携し

て統計的な推測も行うようになっている。さらに，重回帰

分析，分類，クラスタリングなどの手法も学び，統計モデ

ルの評価，機械学習なども実際に行うようになっている。

また，多様かつ大量のデータを扱い，これらの学習を実現

するためにデータを扱うプログラミングにも触れることと

している。「情報Ⅰ」との違いを図 11 に示す。 

図 11 「データの活用」に係る違い 
 もう一つの違いは，プログラミングに係る部分である。

「情報Ⅱ」では，情報システムのプログラミングを行うた

めに図 12 のような内容を学習する。 

図 12 「プログラミング」に係る違い 
 

4. 高大接続 
 大学にはアドミッション・ポリシー，カリキュラム・ポ

リシー，ディプロマ・ポリシーの３つのポリシーがあり，

これらは密接に連携している。今回の学習指導要領では，

初等・中等教育のすべての教科・科目で身に付ける資質・

能力が，「知識・技能」．「思考力・判断力・表現力等」，

「学びに向かう力」の三つの柱に沿って整理された。高等

学校の学習指導要領は，2022 年から実施され，３年後には，

そのように学んだ生徒が大学に入学する。 
 大学が高大接続で考えるべきことは，「情報」を入試に

入れるかどうかということではなく，新学習指導要領で育

って入学する学生にどんな教育を施し，どう付加価値をつ

けていくかということではないだろうか。 
 そのためには，情報科を含めた高等学校までの新学習指

導要領の各教科・科目の内容についての理解を深めていた

だき，アドミッション・ポリシーとしてどの程度の学習成

果を求めるかを決めなければならない。入試科目は，その

アドミッション・ポリシーに沿って選択されるものである。 
 これには，ディプロマ・ポリシーも密接に関係する。大

学として，どのような人材を育てようとするのか，高校ま

での教育課程で生徒は何をどのように学んでくるのか，こ

の間をつなぐものとしてカリキュラム・ポリシーをどう設

定するのかなど，考えるべきことは多い。 
 入試を含めた学習成果の確認は，カリキュラムのスター

トをどこに設定するかということである。それによって 
大学全体のカリキュラムが変わり，ディプロマ・ポリシー

で示す学修成果が決まる。 
 今回の学習指導要領改訂では，情報科の内容は大きく変

わった。全員がプログラミングを学んでくるというだけで，

大学の初年次教育は大きく変わる。文系，理系に関わらず

データを中心とした研究に移行するチャンスでもある。 
 

5. 情報科教員養成 
 高校では，新しい情報科を教えるための研修がすべての

都道府県で実施されている。新しく大学を卒業して情報科

教員になる方には，「情報Ⅰ」「情報Ⅱ」について，受験

を含めて指導できる即戦力としての役割が求められる。専

門教科情報科の各科目についての指導が期待される都道府

県も増えるだろう。 
現在，情報科の教員は幅広い学部・学科で養成いただい

ている。それらの教員養成課程は，本稿にあげたような情

報科の大きな変化に対応する必要がある。 
 優秀な情報科教員を大量に養成するためには，プログラ

ミングやデータサイエンスなどについて，どの大学でも使

えるような教材や動画コンテンツの作成なども有効である。 
 

6. おわりに 
 高等学校情報科の新設，変遷，新学習指導要領の情報科，

高大接続，情報科教員養成について述べてきた。これらは，

ばらばらのものではなく，次の時代を創る人材を育てるた

めの方策として一貫したものである。 
日本としてあるべき方向に進むためには，それぞれの置

かれた場所で最前を尽くすことが大切である。そのために

は，お互いの学びを理解するとともに，前例に捉われず判

断し，速やかに実行することが必要である。 
突出した人材の育成のためには，企業，学会，大学等が

連携して，小学校，中学，高等学校の生徒を指導するなど

の新たな形態も企画するとよいだろう。 
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